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概要 本稿では総務省が公開するオープンデータを利用したパーソナライゼーションサービスの利用可能性につ

いて検討する。 
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1  はじめに 

2013年 6月総務省が過去に調査した統計データを

API化して提供を開始した。API化することにより、

統計データの民間利用の活性化が期待される。民間

では、自社データと突き合わせることにより、市場

規模の把握や、市場開拓につなげることが可能にな

る。一方、統計データはユーザ個人の情報は提供さ

れない。そのため、一見パーソナライズサービスに

は利用するのが難しいように見える。本稿ではオー

プンデータをパーソナライゼーションサービスとい

う観点でどういった利用方法があり得るか検討する。 

2  オープンデータの API化 

 総務省オープンデータ［1］は、政府統計の総合窓

口（e-Stat）で提供している国勢調査、人口動態調査、国

民生活基礎調査などの統計調査を提供している。 

 オープンデータの API では以下の 3 種類の API を提

供している。統計表情報取得 API、メタ情報取得 API、

統計データ取得 APIである。手順として、上記の 3つの

APIを順番に利用する。統計表取得APIにより、統計表

情報を取得する。統計表情報には、統計表 ID、調査名、

統計表名、調査年月等が含まれる。次に、メタ情報取得

は、統計表 ID をもとにして、統計表に含まれるメタ情報

（時間軸、地域事項、分類事項）を取得する。さらに、実

際の統計データは、統計データ取得 API を利用し、統

計表に収録されている統計データ（数値データ）を取得

する。必要に応じて、メタ情報による絞り込みを行うこと

ができる。 

著者らは 2013 年 6 月時点の全データをダウンロード

した。統計表は、27,258 種類の統計データが収録され

ていた。統計データは 50GB 程度のデータ量となった。

以下の章で著者らは統計表間のクロス解析を行うが統

計表間を突き合わせるための共通要素として時間軸

（年）に着目する。時間軸（年）のデータがあった統計表

の個数は 27,258 個中 516 個であった。たとえば、労働

力調査、基準消費者物価指数、住民基本台帳人口移

動報告、個人企業経済調査、家計調査などが該当する。

ただし、516 個の統計表において、それぞれすべての

年のデータがあるわけではなく、統計表によって偏りが

ある。1980 年~2013 年の間の統計表の個数を調査した

結果を図１に示す。2002 年から 2009 年の間は一定以

上の個数の統計表が安定して格納されているが、2011

年から格納されている統計表の個数が減少している。こ

の原因については、現時点では明らかではない。 

 

図 1 年代ごとの統計表個数の調査結果 

3  パーソナライゼーションサービスについて 

 サービスの個人化や情報推薦で必要なことは、ユ

ーザの属性情報や嗜好情報、行動情報を予測・推定

することである。近年、ユーザの購買ログ、クリッ

クログなどの Web上の行動履歴や、Twitter などのソ

ーシャルネットワーク上への書き込みなどからユー

ザの趣味や嗜好を推定する手法が提案されている。

しかしながら、ほとんどのサービスでは、ユーザの

すべてのデータを把握するのは難しく、未知の情報

については既知の情報から推定するしかない。そこ

0

100

200

300

400

500

600

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

統
計
調
査
数

年代

mailto:yusuke.fukazawa@gmail.com


Webインテリジェンスとインタラクション研究会予稿集 

 

で、未知の情報と既知の情報の間を埋める役割とし

て、オープンデータ化された統計データの利用に着

目する。 

国勢調査では性別、年代だけでなく、家族構成など

様々なデモグラフィック情報に関する統計データを掲載

している。そこで、デモグラフィック情報間の相関関係を

見ることにより、相関の高いデモグラフィック情報の組み

合わせが分かる。このデータを利用することにより、デモ

グラフィック情報の一部が分かっている場合、ユー

ザのそのほかの属性情報の推定に役立つ可能性があ

る。また、労働力調査、就業構造基本調査、民間給

与実態統計調査などの労働力調査からは、国民の就

労状況に関する調査が行われている。そこでは、転

職や就職、退職などの労働に関する統計データが格

納されている。国勢調査と組み合わせることで、デ

モグラフィック情報と就労状況間の相関を観察する

ことができる。このように単一の統計表のみでなく、

複数の統計表を組み合わせて解析することにより、

未知の情報と既知の情報の間を埋めることができる

可能性が高まると考えられる。 

 

図 2 総務省オープンデータのパーソナライゼーション

サービスへの活用方法の案概要 

 クロスの統計データの解析によるパーソナライゼ

ーションサービスの活用方法について図 2 に示す。

第一に、統計データ間を突き合わせ相関のある統計

データを抽出する。異なる統計データを突き合わせ

るためには、突き合わせるための共通的な指標が必

要である。共通的なパラメータとしては年代、居住

地、性別などがありうる。たとえば、労働力調査の

転職する人の動向と、国勢調査の県内、県外移動を

する人の数の動向を時間軸という共通の軸で比較す

ることで、相関の有無を調べる。相関があれば、転

職というイベントが発生した時に県外に引っ越す可

能性が高いか、県内の引っ越しで済む可能性が高い

か、予測をすることができるようになる。 

 第二に、ユーザの既知の情報に基づき、未知の情

報を推定する。クロス解析結果では、ある事象が発

生したときに別の事象が発生する確率としてとらえ

ることができるため、ユーザの未知の情報の発生確

率を推定することが可能になる。 

第一のステップについて、実際のデータから相関

分析を行った。その結果を表１に示す。表１から転

職というイベントの増減に対して、都道府県をまた

がる引っ越しは0.61とある程度の相関をもって増減

していることが分かる。一方、県内移動については

―0.21 とあまり相関はない。このことから、転職と

いうイベントが分かったユーザに対しては県をまた

がる移動が起こる可能性が高いことが予測すること

ができる。 

表 1 転職と県内移動、県外移動の相関関係 

 

しかしながら以下の課題を有する。 

・統計表に格納されている統計のデータが、サービ

スが推定したいユーザの情報と一致するかどうか不

明である。従来パーソナライズサービスで推定対象

とされてきた情報とどの程度一致するか調査が必要

である。 

・クロス解析の結果について因果関係が不明確であ

る。結果として相関があった場合でも、別の要因で

両方の事象の増減、動向が一致する場合も考えられ

る。相関関係の信頼度を高めるため、統計データの

背後の要因について分析を加えることが必要である。 

4  おわりに 

本稿では総務省が公開するオープンデータを利用したパーソ

ナライゼーションサービスの利用可能性について検討した。今

後、上記で述べた課題を解決し、実サービス上で総務省オー

プンデータを用いたパーソナライズ化の効果を検証する。 
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既知の情報から、クロスデータ解析の結果
を用いて未知の情報の確率を推定する

クロス解析のための共通要素

転職→県内移動が起こる確率は30％

転職→県外移動が起こる確率は40％

クロス解析
結果（例）

既知の情報 推定したい
未知の情報

Step1：統計表間のクロス解析

Step2：個人の既知の情報から未知の情報の推定

1 2 3

1
都道府県間移動
者数の推移

住民基本台帳人口移動報
告 平成24年住民基本台帳
人口移動報告

1.00 0.85 0.61 

2
都道府県内移動
者数の推移

住民基本台帳人口移動報
告 平成21年住民基本台帳

人口移動報告

0.85 1.00 -0.27 

3
離職期間別前職
のある就業者数
（転職者）

労働力調査 詳細集計 全
都道府県 全国 年次

0.61 -0.27 1.00 


